
平成３０年度 第２回県・市町村国民健康保険連携会議の検討結果について 

 

平成３０年８月２１日 

医 療 ・ 保 険 課 

 

１ 日 時：平成３０年７月２３日（月） 午後１時３０分から３時３０分まで 

２ 場 所：大栄農村環境改善センター 

３ 出席者：市町村国保主管課長、鳥取県国民健康保険団体連合会事務局長 等 

４ 主な内容 
 

    第１回会議での検討結果を踏まえ、国保事務の統一化･標準化に向けた取組や、平成31年度の保険者努力

支援制度、納付金等の算定に向けた作業などについて、次のとおり検討を進めていくことで合意。 
 
（１）国保事務の統一化･標準化について 

○被保険者証等の統一と市町村標準事務処理システムの導入について 

  ・被保険者証等については、平成32年度から現行の世帯単位から個人単位での発行に切り替えられ

るのを契機に、発行月などの運用を含めて今後も統一化を検討する。 

    ・国が推奨する標準事務処理システムの導入については、各市町村の国保関係システムと住基・税

情報との連携状況等の実態調査結果を踏まえ、導入によるメリット、デメリットを提示。 

    ・８月２日に市町村担当者向けの説明会を開催（国保中央会等の説明）し、事務処理標準システム

の機能等を理解していただいた上で、各市町村での導入の可否について、改めて検討を行う。 

 

（２）平成31年度保険者努力支援制度について 

    ○平成31年度における同制度の市町村への交付分について、予算規模、平成30年度の評価項目・評価

点数との違い等について説明し、今後市町村が取組を推進させるための方策等を意見交換し、県全体

で底上げしていくことを確認した。 

      ・県の健康健民マイレージ事業とタイアップした個人のインセンティブの取組の推進 

      ・県が本年10月策定予定の県糖尿病重症化予防プログラムに沿った取組の推進 等 

 

        《参考：保険者努力支援制度》 

平成30年度からの国保制度改革に伴い、市町村や都道府県等が実施する特定健診等受診率の向上

や重症化予防などの取組状況に応じて評価、交付金が交付され、一層の医療費の適正化を支援する

制度として創設。 

       【平成30年度の交付額】 

区 分 全 国 鳥取県 

交付金総額 一人当たり交付額 

都道府県分 約500億円 229,913千円 1,797円 

市町村分 約500億円 176,359千円 1,378円 

 

（３）平成31年度に向けた納付金の算定について 

○納付金算定のスケジュールについて 

平成30年度と同様 10月下旬 国からの仮係数を基に試算（具体的な検討の開始） 

12月下旬 国からの確定係数を基に本算定 

1月上～中旬 市町村ごとの納付金の決定 

○納付金算定の方法について 

・医療費指数の取扱いや激変緩和措置等の検討。 

・今後も担当者による作業部会や当会議で引き続き検討を行うこととする。 


